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規制上のライセンスと社会的ライセンス
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社会的ライセンスは、良い行動を推進するための健全

な企業カルチャーの構築に関わり、その維持には組織

における適切なガバナンスと説明責任が必要です。例

えば顧客個人データを適切に保護し、そのデータを人

工知能（AI）などの最新技術に入力する際は倫理的に
処理する等、顧客に正しい対応をすることです。さらに、

金融包摂やサステナブルファイナンスなどの先見的な

取り組みによりコミュニティーと社会を強化することも

求められます。

2020年度の金融規制見通しでは、今後1年間、アジア
太平洋地域の規制当局が金融機関の社会的ライセン

スにどのように注目するかについて探り、金融機関の

内部業務に与える影響、テクノロジーの活用方法、顧

客・社会全体へのかかわり方、金融機関がこれらの課

題にいかに対処すべきかを考察します。

金融規制基準が引き上げられ、国民からの信用回復

の兆しが見えてきたとはいえ、金融業界への信頼は依

然として低いままです。

金融危機以降の金融規制改革の多くは、金融機関が

業務を行う上での「規制上のライセンス」、すなわち金

融機関が守るべき基本的なルールと法令に関わるも

ので、金融機関に対する規制当局からの単なる期待

にすぎません。

ここで疑問が生じます。金融機関が規制上のライセン

ス強化に多大な労力を費してきたにもかかわらず、な

ぜ金融業界への信頼はこれほどまでに低いのでしょう

か？

それは金融機関が「社会的ライセンス」を取り戻すまで

にはまだ為すべきことが多数あるためです。
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国際金融規制改革の進展 –市場の分断

国際レベルの改革を各国レベルに適用するケースにおいて、特にアジア太平洋地域では市場の分断の影響を受けやすい
問題があります。

期限
法規制または法規制案を作成した国の数

バーゼル銀行監督委員会（BCBS）の
アジア太平洋地域の参加国で法規制

または法規制案が未作成の国

総損失吸収力保有（TLAC） 2019年1月1日 27カ国中19カ国 オーストラリア、中国、インド、インドネシア、韓国

大口与信規制（LEX） 2019年1月1日
27カ国中24カ国
（最終法規制を作成したのは9カ国のみ）

日本

銀行勘定の金利リスク（IRRBB） 2019年1月1日 27カ国中23カ国 オーストラリア*

安定調達比率（NSFR） 2018年1月1日
27カ国中26カ国
（最終法規制を作成したのは11カ国のみ）

実施期限到来済基準の実施状況（2019年3月現在）

Source: BCBS
*第1の柱の改定中–健全性基準 APS 117の草案が2019年9月に公表された

2017年12月公表のバーゼルⅢ改革最終合意は、2022年1月1日から適用開始予定です。各国は最善を尽くしているものの、過去には遅延や実施状況のばら
つきも発生しており、改革最終合意がスケジュール通りに整合的に実施されるかは不透明です。

市場の分断はバーゼル委員会参加国の多いアジア太平洋地域で特に問題となります。日本が議長国を務めたG20では、市場の分断が特に調査を要する課題
として取り上げられ、これに対して金融安定理事会（FSB）が2019年6月にレポートを公表しました。FSBのレポートは、国家間で規制が異なると、「経済ショック
の他国への伝播が軽減され、国レベル・世界レベルでの金融市場のレジリエンスが強化される」ため、ある程度の市場分断は有益になり得ると指摘しています。
しかし市場の分断が世界レベル・国レベルでの金融の不安定化、市場の流動性低下、規制逃れの助長につながりかねないという懸念もあります。
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国際金融規制改革の進展–新たな監督領域

国際的な監督機関は新たなリスクが世界の金融安定性に及ぼす影響に対して関心を強めています。金融テクノロジーの進
化（フィンテック）やオペレーショナルレジリエンス、また、気候変動関連リスクが直近の議論で取り上げられています。これら
は2020年、そしてそれ以降も引き続き重要なトピックになるでしょう。

リスクと監督の新たな領域

• 暗号資産 ： 暗号資産市場は、現時点では比較的小規模で、銀行の
直接的なエクスポージャーは限定的です。 しかし暗号資産は政府の
信用を基礎とする法定通貨ではないため、BCBSは暗号資産に「価値
の交換や貯蓄手段としての信頼を置くことは安全とは言えない」と考え
ています。 BCBSはこの点に関し、企業にデューディリジェンスの実施、
適切なガバナンスとリスク管理の整備、現地監督当局との密接な連携
を推奨しています。

• 気候変動が金融面に及ぼす影響の軽減 ： これは世界中の規制当局

が、新たに取り組んでいる課題です。 気候関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD）の2019年のステータスレポートは、気候関連財務情
報は開示が増加しているものの、まだ投資家の多くにとって十分な水

準ではないと指摘しています。 開示データが標準化されていないこと

が多く比較が難しいため、投資判断に組みいれることが困難です。同

様に、企業が気候変動に対する自社のレジリエンスの検証に用いた

シナリオを開示しないケースも多数見られます。気候変動関連リスク

の潜在的影響に関する明確な開示が求められています。

• オペレーショナルレジリエンス ： BCBSは、オペレーショナルレジリエ
ンスを現在の作業プログラムで最終決定が必要な政策イニシアティブ

でありながら、未処理のまま残されている1つとして挙げています。 英
国の金融規制当局（イングランド銀行、健全性監督機構、金融行為規

制機構）は、2018年7月、オペレーショナルレジリエンスについての共
同報告書を公表しました。この報告書には、経営幹部が留意すべき

重要事項のリストが記載されています。そのリストには次のような事

項が挙げられています。業務中断は起こると想定する。自社の最も重

要な業務のレジリエンスに焦点を絞る。衝撃許容度を設定する。その

許容度の限度内に留まるための能力を検証する。英国のこれら3つ
の規制当局は、2019年12月5日に、オペレーショナルレジリエンスに
関し、一連のコンサルテーションペーパーを公表しました。
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国際金融規制改革の進展 -結論

アジア太平洋地域では多くの金融機関が複数の法域で事業を展開しています。これらの金融機関にとってバーゼルⅢ改革

最終合意の実施は難しい課題となるでしょう。遅延や実施のばらつきが発生すれば市場の分断が深刻化することも考えら

れるため、金融機関は状況を注視する必要があるでしょう。また、国際監督機関の注目の対象はバーゼルⅢ改革から、暗

号資産、オペレーショナルレジリエンス、気候変動関連リスクなどの他のトピックに移っています。

留意すべき重要事項

準備

強化

監視

対応

現地規制当局の実施スケジュールに沿って、バー
ゼルⅢ最終規則実施の準備をします。

バーゼルⅢの国際基準では捕らえられないリスク
（いわゆる、非財務リスクなど）に備え、内部リスク
管理を強化します。

現地当局の実施計画を監視します。現地当局の実
施計画は、自国の規制当局のスケジュールとは異
なる可能性があります。

気候変動や暗号資産に関連する規制要件など、新
たに生じる規制要件に対応します。
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行為と文化–継続する議論

市場での不祥事が注目を集め、世界レベルでも地域レベルでも、規制当局はガバナンスに関わる構造的問題に対する規制
を強化しています。消費者からの信頼は低迷しているなか、企業文化と行為が「 to-do （やるべきこと）」リストから消えるこ
とはありません。正しい文化をつくりあげ、それが良い行為を牽引する、これは今までも将来も変わらず困難なことです。
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アジア太平洋地域では規制当局がオーストラリアの事

例に注目し、そこから教訓を引き出そうとする傾向が見

られました。これは特に、ニュージーランドやシンガポー

ルなどで顕著でしたが、日本ではそれほど目立つ動き

はありませんでした。いずれの場合も、組織文化に対す

る規制監督に関するアプローチや技能の向上につなが

るものとして注目を集めました。

オーストラリアの王立委員会が公表した調査報告書を契機に、アジア太平洋地域では、行為に対する規制アプローチに関する議論が活発化しました。オーストラ
リア健全性規制庁（APRA） のウェイン・バイヤース長官は、健全性を管轄する規制当局は従来以上の取り組みが求められていると指摘しました。

王立委員会の報告書の最大の成果は、おそらくは報告書で為された提言それ自体ではなく、新たなパラダイムへの転換をもたらしたことでしょう。そのパラダイム
は、より厳格で能動的な規制、より高い社会からの期待、前向きな簡略化と企業分割による中核サービスへの新たな注目を特徴とします。

"王立委員会の報告書から得られた教訓は、我々がガバナンス（CPS510）およびリスク管理（CPS 220）の基準を見直し、強化する必要があること
も示唆しています。 我々はこれらの課題に更なる規制資源を投入すべきであり、これらは銀行の資本や流動性と同様の中核的能力とならなけれ
ばなりません。
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行為と文化-結論

• 行為リスクを自社のより大きなリスクアペタイトフレームワークに組み込む

• 行為管理、およびそれを自社のビジネスモデルと戦略に整合させることに、取締役会と経営幹部が確実に関与する

• 時点ごとの調査、ベンチマーキング、掘り下げた面接、その他綿密なコミュニケーションにより、行為管理の有効性を継続的に評価する

• アジア太平洋地域およびその他の地域における、規制当局の不祥事へのアプローチについて情報を収集し、同様の状況が回避できるようにする

英国等で新たに出現している論点に目を配ることも重要ですが、アジア太平洋の多くの地域では、引き続きより根本的な行動
に注意を向ける必要があると考えられます。

留意すべき重要事項

アジア太平洋地域にも引き続き関連性のある根本的なアクション

アジア太平洋以外の地域で出現しているトレンド

率直なコミュニケーション – 従業員が報復や過剰反応を恐れることなく、意
見を表明し、誤りを認めことができると思える文化が醸成されれば、組織の
下から上への問題報告が円滑になります。恐怖心を通して不正行為を抑止
しようとすれば、取締役会は何も見ることができないも同然になり、事業の
最前線で現実に起こっていることを理解し評価することが難しくなります。

目的 – 企業のミッションステートメント以上のものに関心を持ち、企業が実
際に成し遂げようとしていることに目を向けます。

ダイバーシティ＆インクルージョン – 誰が取締役会メンバーや経営幹部で
あるか、そして、誰が議論を支配しているかは重要な問題です。規制当局は
反対意見の表明や活発な議論が行われているかについて関心を深めてい
ます。これはグループに多様な考え方や経歴を持つメンバーがいれば難し
いことではありません。この問題は企業の上層部だけではなく、全社的に重
要です。
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「上司の姿勢」 – 従業員の大半は組織文化と行為に関して、経営幹部や取
締役よりも、直属の上司の意向を参考にするため、「トップの姿勢」の効果
には限界があることを認識します。組織のあらゆる階層で管理職立場にあ
る者（上司）が、経営幹部が発する重要なメッセージを反映させ推進できて
いるか、という点に関心が寄せられています。
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ガバナンス –各国の個人説明責任制度

アジア太平洋地域では、規制当局はガバナンス構造の向上を目指し活発に行動してきました。例えば、この地域には個人
の説明責任に関して3種類の制度があります。オーストラリア、香港特別行政区で実施中のものと、シンガポールで公表さ
れたものです。この点でアジア太平洋地域の金融機関と規制当局の意見はガバナンスに関する世界での議論にとって重要
です。

オーストラリア
銀行役員説明責任制度（BAR）

香港特別行政区
担当管理者制度（MIC）

シンガポール

個人の説明責任および行為に関するガイドライン
（IAC）

大手認可預金受入機関（ADI）を対象に2018年に
導入、2019年には小規模ADIにも適用が拡大。 2017年10月導入。 ガイドラインは2019年末までに最終化される見込み。

企業の特定の領域に関し説明責任を負う取締役お

よび経営幹部が対象。
経営幹部対象。

企業の経営幹部を対象とするが、従業員全体に

も適用される。

銀行の中核業務に関し個人に説明責任を課すこと

が主な重点。

経営幹部の説明責任を明確化し、それを割

り当てる。
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2019年にアジア太平洋地域で注目を集めたガバナンスの
2領域は 経営幹部および取締役の説明責任と報酬体系で

した。経営幹部と取締役会の説明責任制度の強化は地域

全体で加速していますが、同じものはありません。それが

多国籍企業の経営幹部にとって課題となる可能性があり

ます。

経営幹部個人の説明責任だけではなく、全従業員、

特に重大なリスク機能の担当者の行為も対象となる。
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ガバナンス –結論

コーポレートガバナンスで十分な成果が達成されることへの期待が高まる中、企業がガバナンスプロセスをより有効なもの
とするには以下のトレンドや論点に対応する必要があります。

留意すべき重要事項
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• 取締役会の責務遂行能力 : 取締役会の責務履行の有効性への注目が高まっています。特に、取締役会の構成は多様性、独立性、その能力への社会から
の期待に関連して、詳細な検証がなされます。企業はまた、複数の取締役会のメンバーを兼任している取締役が適切に職務を履行する能力を有しているか
否かを十分に評価するべきです。

• ステークホルダーへのアプローチ : 取締役会の責務は既に、株主への利益還元を超えて拡大しており、規制当局は企業と顧客や社会との間の相互交流に
注目しています。将来にわたりコーポレートガバナンスを効果的なものとするには社内外の複数のステークホルダーに配慮し、自社のミッション、ビジョン、価
値がステークホルダーの利益に沿っているかを評価する必要があるでしょう。

• データ利用の増加 : 取締役の責任の増大および説明責任の高度化に伴い、経営陣と取締役会の間の情報の非対称性の是正が従来以上に重要になって
います。企業は次のように問いかけるべきです。取締役会はどのような決定を行っているか？そして、その決定を行うためにどのようなデータが必要か？

• 開示の向上 : 社会的課題が消費者と取締役の双方にとって重要性を増しており、企業、企業情報開示の一環としてこれらの課題への取り組みを明らかに
することを期待されるでしょう。規制当局、社会、投資家は、企業がこれらの課題に効果的に対処しているという、より確かな証拠を求めています。

• 取締役会、リスク、監査を超えた領域へ : コーポレートガバナンスでは従来、ガバナンスの強化に当たっては、主要当事者3者に重点を置いていました。取
締役会、リスクおよびコンプライアンス部門、内部監査部門です。規制当局の関心の焦点が健全性から不正行為に移るのに伴い、コーポレートガバナンス
の対象領域が企業組織全体に拡大し、経営陣や従業員に対する要件や企業文化や行為の有効性も含まれることになるでしょう。
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プライバシーとデータの利用–地域内での制度の分断

プライバシー保護制度は主要領域ではある程度収れんしているものの、アジア太平洋地域内では制度が分断されており、
複数の法域で事業展開している企業にとっては問題となっています。

アジア太平洋地域では主要なプライバシー保護法令の改正の大半は
完了していますが、 2020年には、EUの画期的な一般データ保護規
則（GDPR）の影響を考慮すればなおのこと、地域全体で多くのプライ
バシー保護制度の修正が継続すると見られます。

例えば日本では、個人情報保護委員会が法令を3年ごとに見直し、そ
の際に海外のベストプラクティスや技術の変化を考慮に入れて見直す
仕組みが制度に組み込まれています。同様に、韓国では、データ保護
分野での進歩を取り入れて技術的な修正を行うよう、プライバシー保
護制度を整備しようとしています。

最後に規制当局や政府はデータローカライゼーションに向けて動くと
見られます。これによりデータの複製を当該法域に物理的に所在する
サーバーに保管することが求められ、また一定の厳格な条件に従わな
ければデータの越境移転が禁じられることになるでしょう。

主要な規制改革が完了済 – 多くは、

異なる法規制の統合、または、従前の
法規制を完全に新しいものに置換

主要な規制改革が進行中

オーストラリア
中国
香港特別行政区
日本
マレーシア
シンガポール
韓国
台湾
タイ

インド
インドネシア
ニュージーランド

規制上のライセンスと
社会的ライセンス

行為と文化

ガバナンス

プライバシーと
データの利用

国際的改革の進展

人工知能（AI)

金融包摂（Financial 
Inclusion）

ESGを理解し、
統合する

お問い合わせ先
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プライバシーとデータの利用 –データローカライゼーション

国境をまたぐデータ共有は、データローカライゼーションに向けて勢いを増しているトレンド、すなわち特定のデータを保管す
べき場所や国を政府が決定するというトレンドにより、将来、重大な影響を受ける可能性があります。

インド 中国

• 中国のサイバースペース管理局は2019年6月から7月にかけて「個人
情報の越境移転の安全性評価に関する措置」案について、コンサル
テーション期間を設けました。

• ディスカッションペーパーの注目点:

– 「個人データ」と「重要データ」の違いの明確化: 個人データとは個
人や主体を特定できるデータであり、重要データとは重要インフラ
や「公共の利益」に関するものです。

– データ移転: 海外に移転されるデータに対しては、当該データ移
転が中国の国家安全保障に影響を与え、社会を危険にさらし、秘
密データを明らかにするものではないかを検証するために安全性
評価を行わなければなりません。以前は重要情報インフラ運営者
のみがこの手続きの対象でしたが、現在はネットワーク運営者す
べてがこの評価を受けなければなりません。

規制上のライセンスと
社会的ライセンス

行為と文化

ガバナンス

プライバシーと
データの利用

国際的改革の進展

人工知能（AI)

金融包摂（Financial 
Inclusion）

ESGを理解し、
統合する

お問い合わせ先

• インドの個人データ保護法案はインド国民の個人データの複製はインド
国内に保管することを求めています。

• 越境移転の承認には一定の条件の遵守が必要です。

• 重要個人データに分類される一定のデータはインド国内のサーバーで
処理する必要があります。
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プライバシーとデータの利用 -結論

プライバシー保護制度と顧客からの期待は2020年を通じて、そしてそれ以降も、進展を続けるでしょう。企業はプライバシー
保護に関し、先見的アプローチを取る必要があります。

留意すべき重要事項

• アジア太平洋地域の規制の多様性から生じる影響を理解する : アジア太平洋地域ではプライバシー保護法令への多様なアプローチが見られます。各法域
の法令には、特有の権利、義務、法益があります。当地域の規制当局は、国内に保管されるべきデータ、海外に移転可能なデータについて今後も判断してい
くでしょう。

• 新たに出現するテクノロジーがどのようにデータを利用するかに注意する : 技術進歩が続く中、どのようにデータが利用され、どのようにプライバシーが保護
されているかがさらに重要になるでしょう。当地域では規制の進展が、各国・地域のアプローチや法的枠組みに影響を及ぼし、企業にとっての課題となる可能
性があります。

• プライバシー保護を計画に組み込むことを標準とする : 成熟したデータ機密性保護の枠組みには信頼の形成が不可欠です。個人データ保護を包括的なもの
にするためにはトップダウンのアプローチを取ることが鍵となります。これにより、どのようなプロジェクトであっても、当初からプライバシー保護を計画に組み
込むことを中心にすることが可能になります。 その結果、事業面でも組織面でも良好な成果が得られるでしょう。またデータの不正使用や不適切な共有が防
止されているという信頼にもつながります。

• 良い管理者になる : 必要なデータのみを収集・保管しその正確性を確保し、顧客が承認した方法でのみ共有・利用する（例えば、データ分析では二次的利用
に同意を得ているか否かを確認する）ことはすべて個人データの良い管理者であるために重要な事項です。

• 新たなデータ保護技術を検討する : アジア太平洋地域の規制当局はプライバシー保護制度を定期的に見直し新たなデータサイエンス技術などのプライバ
シー保護への新しいアプローチを取り入れることに関心を寄せています。企業もこれらの新しい技術を検討し、より広範な必要性への対応に適した新技術を
導入するべきです。

• 組織内の人材の能力を向上させる : データの重要性とデータの新しい利用方法は今後も増大の一途をたどると見られます。企業内のあらゆる階層でプライ
バシー保護制度により課される法的義務が確実に理解され、 収集されたデータが倫理的に利用される必要が生じるでしょう。上級経営幹部、特にCOO（最
高業務責任者）にはこの分野における能力と適切な考え方が求められます。

規制上のライセンスと
社会的ライセンス

行為と文化

ガバナンス

プライバシーと
データの利用

国際的改革の進展

人工知能（AI)

金融包摂（Financial 
Inclusion）

ESGを理解し、
統合する

お問い合わせ先
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人工知能（AI）–現状

多様なデータの活用が 人間の知能を模倣した、3つの主要機能を中心に展開しています :

新たに出現しているテクノロジーとデジタルトランスフォーメーションが金融業界の状勢を変化させています。

規制当局は人工知能の利用に
対し、通常、プリンシプル・ベー
スのアプローチを取り、リスク管
理の健全性とイノベーションの
バランスを取ってきました。規制
当局と市場参加者の双方が今
後もこの柔軟なアプローチを重
視すると見られます。

• 規制当局は、人工知能の利用によりどのようなシステム上の脅威や脆弱性が新たに発生すると予想しているか？

人工知能（AI）の利用について考える際に、指針となる質問

• 人工知能を事業に取り入れる企業に対して規制当局が期待するものは何か？

• 規制対象の企業が利用する技術の高度化に対応するには規制当局自体がどのように変わらなければならないか？

規制上のライセンスと
社会的ライセンス

行為と文化

ガバナンス

プライバシーとデータの
利用

国際的改革の進展

人工知能（AI）

金融包摂（Financial 
Inclusion）

ESGを理解し、
統合する

お問い合わせ先

視覚認識 – 対象物やシナリオを識別し、意味を抽出し、例えば、認識した対象物をあらかじめ定義され
たカテゴリーに分類する能力。

音声認識と自然言語認識 – 文書を理解（自然言語処理（NLP））し、および／または、人間の音声を生
成（自然言語生成（NLG））することにより、人とコミュニケーションする能力。

機械学習 –パターンを識別し新しい情報に基づいて予測を更新する能力。



© 2020. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC.2020年アジア太平洋金融規制見通し14

人工知能（AI）–アジア太平洋地域の規制当局の見解

アジア太平洋地域では先進認知技術の利用に関する規制当局の能力に差異が生じ、異なるアプローチが取られるでしょう。

アジア太平洋地域では人工知能の

利用を効果的に監督する規制当局

の能力に大きな差異が生じるでしょ

う。例えばシンガポール通貨監督庁

（MAS）は、人工知能の利用につい
て微妙な点まで理解しており、その

利用を監督する能力を向上させるこ

とに協調的なアプローチを取ってい

ます。MASは2018年後半に人工知
能とデータ分析の利用で、公平性、

倫理性、説明責任、透明性の向上を

目的とする原則（FEAT）を公表しま
した。

• 人工知能を利用することで意思決定方法が改善しているか（取引のモニタリングなど）？

• フィードやアルゴリズムにどのようなデータが使われているか？プライバシーはどのように保護されているか？データは、時間の経過とともにど
のように変化しているか？

• アルゴリズムのアウトプットを理解、確認することは可能か？アルゴリズは時間の経過とともにどのように変化しているか？

• 担当者が人工知能の利用について理解し、承認し、責任を持つことができるユーザーインターフェースが整備されているか？

規制当局の注目領域

公平性
AI主導の決定は正当化が可能でなければならず、そのような決定に用いた入力データやモデルについて
は定期的に正確性および妥当性を確認し、個人または集団へのバイアスを最小限にしなければなりません。

倫理性
AI主導の決定すべてには、少なくとも、従業員に適用される倫理基準（すなわち、企業の価値観、行動基準、
ミッションステートメント）と同程度の倫理基準が適用されなければなりません。

説明責任
AI主導の決定すべてについて、能力のある人員に明確な責任とオーナーシップを割り当てなければなりま
せん。厳格な承認プロセスを設定し、AIの利用に適用し、影響を受けるデータ主体が調査や判断の見直し
を要求する方法を整備しなければなりません。

透明性

AI主導の意思決定の背後にある論理的根拠に関して公開する情報に求められる適切な水準を決定するに
は配慮が必要です。要望に応じてデータの種類とAI主導の決定の結果に関し、明確な説明を行う必要があ
ります。

規制上のライセンスと
社会的ライセンス

行為と文化

ガバナンス

プライバシーとデータの
利用

国際的改革の進展

人工知能（AI）

金融包摂（Financial 
Inclusion）

ESGを理解し、
統合する

お問い合わせ先
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人工知能（AI）-結論

金融業界は2020年以降、リスク管理の健全性と将来の規制の変化を念頭に置き、 実効的かつ統制された方法でAIのリス
クに対応する必要があるでしょう。

留意すべき重要事項

ガバナンス : トップの姿勢と上司の姿勢の双方が極めて重要です。企業が最初に拠り所とすべきは自社のリスクアペタイト・ステートメント（RAS）です。十分な柔
軟性を備えるには、プリンシプル・ベースのアプローチが鍵となります。説明責任、透明性、倫理性などの概念については議論の余地はないと考えるべきです。AI
関連リスクの担当部署に関し、あらかじめ決定したエスカレーション方法も含め、ステークホルダーの合意が必要です。 組織構造を適切な水準で多様化するため
にはAIの専門スキルが必要です。しかし既に人材不足に陥っている業界ではこのスキルを備えた人材の採用は困難になる一方です。

テクノロジー導入のライフサイクル : AIソリューションの新規導入では、導入のライフサイクル全体にわたる複数の段階での管理が必要です。新しいソリューション
やユースケースの検討に当たっては、進んでとろうとは考えないリスクを特定し、適切なエスカレーション・承認制度を整備するためにAI原則に照らしてリスク評価
を行うべきです。この最初の評価への主要なインプットは、顧客との近接性、モデルの説明可能性、AIの自律性です。また経営陣が導入を進めるか否かについて
明確な判断ができるよう情報を収集する必要があります。 構築段階および稼働開始前に、AI関連リスクの様々な領域について詳細なリスク評価を実施し統制の
導入状況評価をしなければなりません。

モニタリングと保証 : AIは、特に機械学習が用いられている場合は動的なモデルであり、時間の経過とともに大きな変化を遂げる可能性があります。モデルが目
的に適合し、期待通りに機能することを期すため、モデルのパフォーマンスの調査、分析、報告のプロセスを定める必要があります。土台となるプラットフォームの
レジリエンスについても配慮が必要です。特に自社の以前のプロセスに関する知識が失われていくため、定期的な業務継続性テストを行う必要があります。最後
に強固なテストプログラムを開発し、定期的に実施し、AI関連リスクと統制に関する包括的なフレームワークにより補強しなければなりません。
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金融包摂（Financial Inclusion） –金融サービスの民主化

• 2020年は全ての人が銀行口座を利用できるまでに金融アク
セスを拡大するというG20の意欲的な10年計画の最終年で
す。しかし世界全体では17億もの成人が依然として銀行口
座を保有していません。

• 銀行口座を保有していない人の割合が世界で最も高い3カ
国はアジア太平洋地域にあります。中国（13％、2億2500万
人）、インド（11%、1億9000万人）、インドネシア（6%、9600
万人）です。アンバンクト（銀行口座のない）、または、アン
ダーバンクト（銀行サービスを利用できない）個人の市場規
模も同様に大きく、アジア太平洋地域の市場規模は個人と企
業を合わせて、550億米ドルから1150億米ドルと推定されて
います。

• 規制当局は以前から金融包摂に関心を寄せていました。金
融危機後の規制改革に関する2012年の世界銀行の調査で
は規制当局の67%が金融包摂を明確な使命であると考えて
いることが明らかになりました。最近の動向としては、当地域
でのデジタルバンキング体制の展開やデータ管理・分析に対
する調査の厳格化などが挙げられます。

金融包摂とは、信頼に足る安価でアクセス可能な金融商品・サービスを提供することで、金融システムへのアクセスを拡大
することです。これは多様なニーズに適した幅広い金融商品・サービスに個人や中小企業がアクセスできること、と広く理解
するべきです。

規制上のライセンスと
社会的ライセンス
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ガバナンス

プライバシーとデータの
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• 通常、金融包摂の取り組みから最も恩恵を受けるのは既に
不安定な状況にある人々ですが、不安定な状況にある集団
は背景や国により異なります。

• この領域では従来とは異なる新しい企業が独自に、あるいは
既存の、および／または伝統的な企業と連携して事業を展
開しています。
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金融包摂（Financial Inclusion）–アジア太平洋地域の各国の見解

• 銀行口座を保有していない世
界人口の13%（2億2500万
人）

• 2016年のデジタル決済取引
額は、17兆9300億米ドル。
2018年には、41兆5100億米
ドルに増加

中国政府は積極的に金融包摂
に取り組んでおり、特に、テクノロ
ジーの活用に重点を置いている。

• 日本人の平均寿命は、2017
年で84.2歳

• 人口の2.3%が認知症であり、
2037年までに、2.8%に増加
する見込み

日本政府は特に、身体的精神的
障がい者や高齢者を狙う詐欺行
為が、金融包摂の障害となること
を懸念している。

• 2018年には、5億シンガポー
ルドルがフィンテックに投資さ
れた

• 31のフィンテック協力協定

シンガポール政府のイニシアティ
ブの焦点は、フィンテック活用に
よる、自国の金融サービスの多
様化、および、世界各地での金
融包摂の向上である。

• 銀行口座を保有していない世
界人口の11%（1億9000万
人）

• 居住者の90%が、アドハー
（Aadhaar）生体認証番号を
保有

インド政府は、各世帯が少なくと
も1つの銀行口座を保有できるよ
うにすることと、金融リテラシーの
向上に注力している。

アジア太平洋地域全域で政府や規制当局は取り組むべき課題のリストに金融包摂を加えていますが、そのアプローチ、自
国民のニーズ、望まれる成果は様々です。

金融包摂を可能にするテク
ノロジー :

金融包摂を可能にするテク
ノロジー :

金融包摂を可能にするテク
ノロジー :

金融包摂を可能にするテク
ノロジー :
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本人確認および認証のデジタル技
術に投資が行われ、電子的顧客
本人確認（eKYC）などのツールに
よる登録手続きが改善

WePay、Alipayなどの、銀行では
ない、デジタル決済プラットフォーム

不正取引や誤りを検知するAI 現在金融サービスを十分に受けら
れない個人が利用できる仮想銀行

中国 日本 シンガポール インド
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金融包摂（Financial Inclusion）–結論

金融システムへのアクセス拡大には新たなリスクが伴います。このリスクを理解し、管理する必要があります。

企業は自社の目的を明確にし、その目的を中核的戦略と整合させ、規制当局の期待事項を考慮したうえで計画を作成しなければなりません。そのためには顧

客セグメントを特定し優先することが必要です。さらに、企業が新しいモデルを実行する際には、アンバンクト顧客およびアンダーバンクト顧客が金融システムに

加わる時に必要な行動変化も考慮する必要があります。

留意すべき重要事項

アンバンクト（銀行口座のない）顧客およびアンダーバンクト（銀行サービスを受けられない）顧客にサービスを提供する際、本人確認および認証の要件を満たすことは容易ではありま

せん。もし遺漏があれば、金融機関が規制リスクや評判リスクにさらされかねません。また、アンバンクト顧客およびアンダーバンクト顧客が非公式な手段で金融取引を行えば、マネー

ローンダリング、腐敗行為、テロ資金供与に関する懸念がさらに高まることになります。

マネーローンダリング防止、贈収賄・腐敗行為防止、テロ資金供与防止 :

一般に、金融サービスから排除されてきた顧客は、正式な融資履歴がほとんどなく（「融資書類ファイルが薄い」）、過去にクレジット商品を利用したことがない可能性もあります。企業に

とってはこのような顧客の信用力を評価するのは難しいため、新しい顧客がクレジット商品を利用する機会を不必要に妨げる可能性があります。

信用供与の難しさ :

新しい顧客は金融知識が十分に備っていない、あるいは経済的損失を被ってもその影響を低減する手段のない可能性があります。そのため、従来十分なサービスの利用ができな
かった人々にサービスを提供する際には、予想外の事態が発生する可能性を理解し、リスクを軽減することが一層重要になります。

顧客にとっての新たなリスク :

このような新しいタイプの顧客への理解が十分ではないことが多く、利用可能なデータも限られているため、そうした顧客に適切な商品を設計、提供することは容易ではありません。ま
た、金融サービスが従来利用してきた流通チャネルでは十分ではないことも考えられます。

構造的制約 :

テクノロジーリスク :

企業は自社のデジタル戦略が顧客のニーズに必ず適合するよう、慎重に検討すべきです。場合によっては、特に高齢の顧客や金融知識が十分ではない顧客の場合、ソリューショ
ン提供の際に、テクノロジーの利用と人による対応とのバランスをとる必要があるでしょう。また、新技術を利用するソリューションは、技術的側面（どのように構築されたか）と目的
の側面（構築された目的は何か）の双方の観点から、規制当局に説明できるものでなければなりません。金融包摂関連商品に必要な新技術への投資では常に、不安定な状況にあ
る顧客にサービスを提供する際の既存リスクに加え、テクノロジー関連リスクも伴います。
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ESGを理解し、統合する –ESGとは?

ESGへの取り組みを通常業務に統合することは、「正しい行動」であるだけではなく 、企業のビジネス価値の重要な要素でも
あると考えられるようになっています。

ESGへの配慮とは、次のように定義できます :

 環境 – 排出、廃棄物、エネルギーや水資源の利
用などの、物理的環境への影響および資源消費

 社会 – 健康や安全、労働の権利、ダイバーシティ
やインクルージョンなどの、社会や共同体の課題

 ガバナンス – スチュワードシップ、説明責任、成
果管理などの、包括的管理手続きおよびシステム

ESGインテグレーションとは、事業会社や金融機関
が、上記の概念を自社の組織やリスク管理プロセ

スに取り入れ、数値化し、根付かせていくことです。

ESG統合投資とは、金融機関が、報告されたESG
データを投資・資本配分決定に取り入れ、数値化し、

根付かせていくことです。

ESG報告とは、 企業や、金融機関（実施数が増加
しています）が、サステナビリティレポートや指標を

通して、これらの取り組みを伝えることです。

規制上のライセンスと
社会的ライセンス

行為と文化

ガバナンス

プライバシーとデータの
利用

国際的改革の進展

人工知能（AI)

金融包摂（Financial 
Inclusion）

ESGを理解し、
統合する

お問い合わせ先

世界的にも、アジア太平洋

地域でも、規制当局はESG
のE（環境）に関心を強めて
います。

これは、特に、アジア太平洋

地域に当てはまります。国際

通貨基金は、2018年には、
世界の自然災害の50%がア
ジア太平洋地域で発生した

と指摘しています。これらの

災害により、5千万人が影響
を受け、被害額は568億米ド
ルに上りました。

ESGのエコシステムのプレーヤー

資産保有者
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多くの証券取引所や企業規制当局が一定規模以上の売上げのある上場企業に ESG実施状況報告を課しています。しかし
この状況も変わりつつあります。金融機関がESGをリスク管理プロセスの中で統合し開示する方法を改善するための、超国
家レベルの重要かつ協調的な活動がなされています。

グローバルな企業報告基準

2020年アジア太平洋金融規制見通し20

ESGを理解し、統合する –気候変動リスク、ストレステスト、開示

上記の多様な世界基準に加えて、アジア太平洋地域の各国・地域で、同様に多様なアプローチが取られています。企業のESG実施状況報告制度は、金融機関が将
来ESG関連報告をいかにしてリスク管理に統合するかを示唆するものです。

グローバル・レポーティング・
イニシアティブ（GRI）

サステナビリティ会計基準審議会
（SASB）

国際統合報告評議会（IIRC） 気候変動関連財務情報開示
タスクフォース（TCFD）

設立年 1997年 2011年 2011年 2015年

アプローチ 特定の測定指標および開示 特定の測定指標および開示 プリンシプル・ベース プリンシプル・ベース

主要提携機関 国連環境計画（UNEP） 財務会計基準審議会（米国） 英国政府 金融安定理事会（FSB）

対象 ステークホルダー 投資家 投資家 ステークホルダー

GRIおよびSASBが最大のフレームワークであり、協力プログラムを発表している。このプログラムにはTCFDも参加予定。
欧州の一部の法域ではESG開示には独立監査人による監査が必要だが、 アジア太平洋地域では必要はない。

金融業界の気候変動関連リスクを軽減する

金融規制当局は金融機関がESGをリスク管理に統合すれば急激な市場
ショックに対するレジリエンスが向上し、結果として金融市場全体の長期的
なレジリエンスと安定性が確保できる、と考えているようです。これに関する
金融規制当局による主要なグローバルフォーラムが、気候変動リスク等に
係る金融当局ネットワーク（NGFS）です。その目標は金融システムにおける
気候変動リスクへの対応を進め、パリ協定の目標達成に向けて金融セク
ターの取り組みを強化することです。
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NGFSの提言が最終的には規制対象企業が遵守すべき要件に形を変えて
いくことは明らかです。実際、アジア太平洋地域でもNGFSの取り組みの影
響を目にすることができます。例えばMASは、金融機関による開示や環境
リスク管理の履行を世界的に進めるために、NGFSおよび持続可能な保険
フォーラムの取り組みに具体的に言及しています。これに関連して、MASは
銀行、保険、資産運用セクターに向けて、ガバナンス、リスク管理、開示の
基準を示す環境リスク管理ガイドラインを公表予定です。 ガイドラインに関
するコンサルテーションペーパーは、2020年初頭の公表見込みです。
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ESGを理解し、統合する –結論

アジア太平洋地域の金融規制当局は、金融機関を対象とするESG報告要件を取り入れ始めています。ESGを自社の中核
的ビジネスモデル、提供商品・サービス、リスク管理プロセスに完全に統合し、一層厳格な要件に備えることが金融機関に
とって重要な課題といえるでしょう。

留意すべき重要事項

• ESGに関する現行の方針、手続き、実務を見直す。これは同時に、人員がESGの取り組みを実施するに当たっての現在の能力を検証することにもなります。

• 全社的にESGへの配慮が徹底されるよう、取締役会と経営陣のコミットメントを確保する。

• 自社が事業展開している法域すべての、報告・開示義務を明らかにする。企業として実施している現行の報告と、将来金融機関として実施することになる報告
の相違を詳細に検討するべきです。

• 自社で現在どのようなESGデータ・測定指標が利用可能か、また、もし欠落があればその部分を理解する。

• ESGの取り組みを通常業務およびリスク管理プロセスに完全に統合する。 これは、非財務リスクに対するレジリエンスを高め、報告要件への対応を向上させ
るための必須事項です。

• 可能な限り、協働的取り組みに影響を与える、または参加するよう努める。現段階では、アジア太平洋地域はEUなどの地域と比較して、ESG報告への協働的
アプローチの策定が進んでいません。当地域に特有のニーズに対応するには現地の金融監督当局と金融機関の積極的な参加が不可欠です。
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